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2. 売上の概況 

① 事業者の売上の推移 

 過去 2014 年から 2015 年の売上の推移と 2015 年のから 2016 年の売上見

込の推移を確認すると、いずれも減少または減少見込と回答した事業者が最も多

い。特に 2016 年の見込が増加見込と回答した事業者が減少しており、年を追う

ごとに売上が減少傾向にあることが伺える。 

     

 

② 町内の全事業者の売上見通し 

 2017 年以降の売上見通しが上昇見込と回答した事業者は 10.8％にとどまって

いる。半数近くが下降見込と回答しており、過去の売上推移も減少傾向にあった

が、中期的にも更に多くの事業者の売上が減少していく見通しである。 
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③ 販売先にいて 

 県内の販売先では、明和町や南勢地域の近隣の販売先が多い。県外に販売してい

る事業者数は少なく、商圏の比較的狭い、地域需要志向型の事業者が多いと言え

る。県外では、愛知県が 31.4％と高い割合である。 

   

④ 販売先数の変化 

 販売先数の変化については、増加していると回答した事業者は 19.3％であり、

減少していると回答した事業者のちょうど半数である。減少していると回答した事

業者が 38.6％存在する。 

増加していると回答した事業者にその理由を尋ねたところ、自社営業による開拓

が 63.2％を占め自社の主体的な取組が結果として表れていると言える。一方で外

部機関からの紹介と回答した事業者が 36.8％ある。 
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⑤ 販売単価の変化 

 販売単価の変化について確認すると、過去の販売単価は上昇したと回答した事業

者が 18.1％と下降したと回答している事業者の割合を下回っている。今後の見通

しも同様で、上昇見込が 19.3％と下降を見込んでいる事業者の割合を下回ってい

る。 

    

 

3. 採算 

① 過去の採算性 

 過去の採算性を確認すると、黒字と回答した事業者が 2014 年から 2015 年に

かけて減少しており、赤字事業者は増加している。売上の減少と合わせて、採算性

も悪化している現状が確認できる。 
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② 2016 年の採算性の見込 

 2016 年以降の採算性の見込は、悪化すると回答した事業者が好転すると回答

した事業者の倍以上存在しており、売上の悪化とともに採算性の悪化が事業者にと

って重要な経営課題である。 

 

③ 仕入先について 

仕入先については、県内では中勢地域から仕入れを行っている事業者の割合が最

も高く、県外では愛知県から仕入れしている事業者の割合が最も高い。販売先・仕

入先どちらにおいても愛知県の事業者との取引が最も多いことが伺える。 
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④ 仕入先数の変化 

 仕入先数の変化について増加していると回答した事業者は 9.6％と少ない。増加

したと回答した企業にその理由を確認すると、自社による開拓と回答した事業者が

60％と高い割合であった。仕入先の選定にあたっては、自社で積極的に既存の仕

入先の見直しを行っている事業者が存在している。 

 

    

 

⑤ 仕入・原材料単価の推移と見込 

 事業者の仕入・原材料単価の推移と見込について確認すると、上昇傾向と回答し

た事業者が下降傾向と回答した事業者を大きく上回った。仕入・原材料単価の上昇

が採算性の悪化の一因であることが伺える。 

将来的な仕入・原材料見単価の見込についても確認すると上昇見込と回答した事

業者が多く、採算性の向上のためには、原価の上昇を如何に販売価格に転嫁してい

けるかが課題であると言える。 
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⑥ 仕入単価上昇分の価格転嫁 

 仕入単価の上昇が価格に転嫁できているかを確認すると交渉中で価格転嫁できる

もしくはできていると回答した事業者が 38％存在する。一方で価格が転嫁できな

いと回答した事業者が 35％存在しており、これらの事業者についてまず販売先と

価格交渉を行うように、適正取引に向けた施策等の情報提供を含め、適切な支援が

必要である。 

 

  


